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講義レポート課題

ご⾃⾝が病気やケガで⾝体障害（重度の⾞いす利⽤）になったこ
とを想像して回答してください。
『現在のご⾃⾝の最も多い外出⽬的（通勤、通学、そ
の他）を⾞いすで達成すること』を想定し、公共交通
を含む交通サービスを利⽤した交通⾏動（⾃らの運
転・家族の送迎を除く）を記述してください。また、
その際に障壁となる要因と理由も挙げてください。

交通⾏動の流れを意識し、想定した条件や情景も明記してください。
最も多い外出⽬的で想像できない場合は、旅⾏など⾃由に設定してく
ださい。

複数の障壁を挙げてもらって構いません。
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＜研究活動の様⼦＞
• コミュニティバス実態調査
• シニアカーシェアリング
• ⾼齢ドライバー運転評価
• 公共交通計画策定⽀援
• 避難⾏動要⽀援者マッチングアプリ
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避難⾏動要⽀援者≒⽇常的な移動制約者
⽀援マッチングアプリの取組み 4

要⽀援者 サポーター

事前避難や災害発⽣時

2021年10⽉・11⽉ 実証実験
2023年3⽉ 実証実験
2024年4⽉ 名古屋市防災アプリ リリース
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【防災の実証実験からみえてきたこと】

• 協⼒意向が⾼い企業︓防災外（普段）からの地域との連携、避難訓練

などを実施

• 協⼒意向が⾼い学⽣︓地域との関わりや近所の⼈との付き合いがある

避難⾏動要⽀援者→ 福祉と交通

福祉的な移動の問題への対応も同じ構造では︖︖

福祉的な移動の現状や課題を知らない⽅も多い
福祉の事を知ろうとしていない⽅も…

避難⾏動要⽀援者の⽀援への協⼒意向＝普段からの関わり

本講義の概要・到達⽬標
＜概要＞
移動制約者（⾼齢者や障害者等）が気兼ねなくおでかけできる交通環境を構
築するには、対象者の実態を理解したうえで、様々な移動サービスの特徴を
活かした計画策定が望まれる。
そこで、対象者の特徴、現⾏の制度やサービスの実態、社会的な障壁（バリ
ア）による制約の実態を理解し、地域公共交通において福祉との連携の⽷⼝
を探る⽅法について学ぶ。
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＜到達⽬標＞

地域公共交通の利⽤者である移動制約者の実情を理解する

分野・サービスの狭間を理解し、連携に必要な視点や⽅法を習得
する

地域公共交通の役割 7

通勤 通学
買物 通院

趣味・娯楽 観光

都市 福祉

産業 教育

賑わい 環境

＜個⼈の⽣活＞ ＜まちの維持・発展＞

図出典︓地域公共交通等の作成と運⽤の⼿引き理念編

⾃⽴した⽇常⽣活及び社会⽣活の確保、活発な地域間交流を実現
誰もが気兼ねなくおでかけできる環境

福
祉
と
関
わ
る
領
域
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鉄軌道
路線バス

コミュニティバス
旅客船

旅客運送サービスと利⽤対象者

都市の⾻格
⼤量の利⽤者を効率的に輸送

空⽩地域の解消策
デマンド交通

乗⽤タクシー

移動制約者への対応

線的→ ⾯的なサービスへ

福祉有償運送

送迎サービス送迎サービス

介護タクシー
福祉タクシー

ボランティア送迎ボランティア送迎

要介護者・障害者の輸送、送迎

無償での送迎（道路運送法の許可⼜は登録を要しない運送）
介護サービス、障害サービス（移動⽀援、同⾏介助等）

交通空⽩地有償運送



旅客運送サービスと利⽤対象者 9

鉄軌道
路線バス

コミュニティバス
旅客船

デマンド交通

乗⽤タクシー
交通空⽩地有償運送

送迎サービス送迎サービス
ボランティア送迎ボランティア送迎

健康な⼈

＜利⽤対象者のイメージ＞

要介護者・障害者

公共交通政策、交通部⾨・都市部⾨…

福祉政策、⾼齢福祉部⾨・障害福祉部⾨…

福祉有償運送

介護タクシー
福祉タクシー
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出典︓国⼟交通省関東運輸局⾃動⾞交通部旅客第⼆課
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出典︓国⼟交通省関東運輸局⾃動⾞交通部旅客第⼆課
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出典︓国⼟交通省関東運輸局⾃動⾞交通部旅客第⼆課



道路運送法の許可⼜は登録を要しない運送

【対象の条件】
• 無償、謝礼や実費（燃料、有料道路、駐⾞、保険、⾞両借料）の⽀払い

• 宿泊施設や介護施設の利⽤者を対象とする運送において、送迎に対する反
対給付がない場合

• ツアー利⽤者を近隣の駅・バス停・宿泊施設等からツアー実施場所まで運
送する場合に、運送に対する反対給付がない場合

• 公的資格を有する観光ガイドが、ガイドの為に利⽤者を運送する場合にお
いて、運送に対する反対給付がない場合

• 有料の施設利⽤に付随する運送サービス、宿泊施設における運送サービス、
幼稚園等の送迎に係る運送サービスについて、運送サービスの利⽤の有無
によって利⽤料や宿泊料に差を設ける場合であっても、当該差額が運送
サービスに要する実費の範囲内である場合
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＜到達⽬標＞
地域公共交通の利⽤者である移動制約者の実情を理解する

分野・サービスの狭間を理解し、連携に必要な視点や⽅法を習得
する

進む⾼齢化 （図出典︓令和5年度⾼齢社会⽩書） 15 要⽀援・要介護者数の推移 16

出典︓公益財団法⼈⽣命保険⽂化センター（データ︓厚⽣労働省介護保険事業状況報告）

介護保険制度スタートの2000年（256万⼈）から2.8倍



介護度と状態 17

出典︓みんなの介護

フレイル過程と交通⼿段の関係 18

栄養運動 社会
参加

フレイル過程と交通⼿段の関係 19

交
通
政
策

福
祉
政
策

20障害者の現状 （図出典︓令和5年度障害者⽩書）

⾝体障害者

知的障害者

精神障害者

国⺠の9.2％は何らかの
障害を有しています



障害の種類
状況種類

⾞いす使⽤の⽅、杖歩⾏の⽅、義⾜の⽅ など肢体不⾃由
全盲の⽅、弱視の⽅、盲導⽝を連れた⽅ など視覚障害

全く聞こえない⽅、聞こえにくい⽅、補聴器をつけた⽅
など聴覚・⾔語障害

初めてのことが苦⼿な⽅、コミュニケーションが苦⼿な
⽅ など知的障害

じっとしているのが苦⼿な⽅、読み書きや計算が苦⼿な
⽅ など発達障害

ストレスに弱い⽅、対⼈関係が苦⼿な⽅ など精神障害
ペースメーカーを付けた⽅、オストメイトの⽅ など内部障害
治療が困難で慢性の経過をたどる疾病のある⽅難病

21 障害者の交通⼿段
• 交通困難者を推計した研究結果（現在の⾼齢化率に合わせた試算）
（三星・新⽥︓交通困難者の概念と交通需要について，⼟⽊学会論⽂集，N0.518，Ⅳ-28，31-42，1995 ）

• 知的障害者の通勤・通学者の２〜３割は公共交通機関を利⽤。通院
⽬的では、視覚障害・知的障害中程度・精神障害中程度においては
2割程度、知的障害の重度においても1割が公共交通を利⽤

（三村ら他3名︓知的障がい・精神障がい者の交通⾏動特性とその制約要因に関する基礎的研究-豊⽥市を対象として-，
都市計画論⽂集，N0.45-3，2010. ）
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障害者健常者
⾮交通困難者交通困難者⾮交通困難者交通困難者

0.2%
（0.4%）

0.9%
（1.7%）

6.8%
（13.2%）

5.7%
（11.1%）⾼齢

0.7%
（0.6%）

1.7%
（1.3%）

67.3%
（57.5%）

16.7%
（14.2%）⾮⾼齢

※「現在の⾼齢化率に合わせた試算」は検証ができていないため、他の資料等への転載・転記を禁⽌

 障害者の移動実態や、全体像を把握できる統計的なデータが少ない
 障害者の利⽤は少数派として捉えられている

障害の有無により分け隔てられることの
ない共⽣社会の実現に向けて

障害者差別解消法
全ての国⺠が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に⼈格と個性を
尊重し合いながら共⽣する社会を実現するためには、⽇常⽣活や社会⽣活における
障害者の活動を制限し、社会への参加を制約している社会的障壁を取り除くことが
重要である。
改正法では、事業者に対して合理的配慮の提供を義務づける（2024.4⽉施⾏）
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個⼈モデル（医学モデル） → 社会モデル
障害者が困難に直⾯するのは「その
⼈に障害があるから」であり、克服
するのはその⼈（と家族）の責任だ
とする考え⽅

障害者が⽇常⽣活⼜は社会⽣活で受ける様々な
制限は、⼼⾝の機能の障害のみに起因するもの
ではなく、社会における様々な障壁と相対する
ことによって⽣じるものという考え⽅

（出典︓令和5年度障害者⽩書）
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障害の有無により分け隔てられることの
ない共⽣社会の実現に向けて

（出典︓令和5年度障害者⽩書）

国⼟交通省所管
事業における障
害を理由とする
差別の解消の推
進に関する対応
指針（R5.11⽉）



「社会モデル」としての認識の広がりを︕

・乗⾞や固定に時間がかかるのは障がい者のせい︖︖
・物理的な障がいがあるので合理的な配慮を⾏っている
・当事者、乗務員さんともに好ましい状況ではない
・デマンド運⾏⾞両の影響で障がい者利⽤不可・・・
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＜到達⽬標＞
地域公共交通の利⽤者である移動制約者の実情を理解する

分野・サービスの狭間を理解し、連携に必要な視点や⽅法を習得
する

【参考】名古屋市重度⾝体障害者リフトカー事業の利⽤実態

27障害者の移動環境

移動環境の社会モデル＝バリアフリー化（施設、⾞両・・）

若い利⽤者が少ない理由の⼀つとして、BF化が進み、
公共交通を抵抗なく利⽤できている層

• 各市町村では障害者の交通費軽減策を展開【ソフト施策】
タクシー、介護タクシー＋福祉有償運送

フレイルと移動環境 28

交
通
政
策

福
祉
政
策



狭間解消→ お互いが少しずつカバー 29

交
通
政
策

福
祉
政
策

タクシー

福祉有償運送

空⽩地有償

ボランティア

• タクシー、⾃家⽤有償運送、ボランティア輸送ともドライバー
の⾼齢化や確保に課題

• 特に福祉有償はボランティアの⼀環という認識（関⼼度が低
い）であり、送迎のみの福祉有償運送の事業継続性に課題
切迫した福祉有償運送の実態、依頼を断らざる得ない状況

タクシー＆介護タクシー＆福祉有償の共倒れ
福祉輸送の崩壊

福祉有償の利⽤者は⼀部公共交通利⽤者とオーバーラップ

軽度の⽅は公共交通利⽤、重度の⽅は福祉有償利⽤
などの役割分担

30運⾏主体の実態

誰もが気兼ねなくおでかけできる環境に向けて
◆基幹公共交通

・ハード施策︓バリアフリー、UD⾞両の開発
・ソフト施策︓⼼のバリアフリー、接遇改善

◆狭間を埋める移動サービス（抜け⽬のない⼿段の展開）
◇タクシー活⽤

ex. つばめタクシー（介護資格者）、東海交通（⽣活応援サポート）・・・
⿃取県UDタクシー（⽇産NV200）を200台導⼊（県内タク1/4）
岐⾩県神⼾町（ばらタク）、愛知県東郷町（空き⾞両活⽤デマンド）、
⼭形市南陽町（おきタク）、チョイソコシステム などなど

◇公共ライドシェア
・ドライバー確保のため、空⽩地有償ドライバーも福祉
有償が対応できるような体制

ex. ⽇進市＆⻑久⼿市︓福祉有償運転講習を合同開催
＋セーフティネット︓道路運送法の許可⼜は登録を要しない運送

31
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出典︓国⼟交通省関東運輸局⾃動⾞交通部旅客第⼆課



誰もが気兼ねなくおでかけできる環境に向けて

◆様々な主体が同じ⽅向性を持って進めるため計画
もしくは、連携協議の場を設ける

ex.公共交通会議＆福祉有償運送運営協議会︓⾼⼭市、⻑久⼿市

◆交通部局、福祉部局が独⽴した運営ながらも抜け⽬の
ない輸送サービスを展開

ex.⽇進市（公共交通＋ボランティア送迎市内9地区で展開）
豊明市（公共交通＋フレイル層へのタクシー助成＋送迎ボラ）
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★福祉部⾨と⼿を取り合って進めることが⼀番の課題か︕︖

⾼齢福祉（介護部⾨） ︓健康寿命の延伸
障がい福祉（障害部⾨）︓⾃⽴⽣活、地域移⾏‥

課題や将来の⽬指したい
姿は共通する部分が多い

まとめ︓福祉との連携 34

鉄軌道
路線バス

コミュニティバス
旅客船

デマンド交通

乗⽤タクシー

送迎サービス送迎サービス
ボランティア送迎ボランティア送迎

健常者 要⽀援・要介護 障がい者

施設、⾞両、待合環境のバリアフリー
ユニバーサルデザイン
情報のアクセシビリティ
運賃・⽀払い⽅法

接遇改善

UDタクシー、JAPANタクシーの活⽤

障害者タクシー補助の有効活⽤

公共交通との役割分担のもと連携
要⽀援・要介護＆障がい者

利⽤対象者の拡⼤交通空⽩地有償運送

福祉有償運送

介護タクシー
福祉タクシー

利⽤対象者の拡⼤

だれでも気兼ねなく「おでかけ」できる環境を実現するには…

• 使う⼈（利⽤対象者）を着⽬し、⽣活や移動の実態を知る
• そして、⾃⽴的な⽣活が営めているか、おでかけ⼿段が抜け⽬
なく展開できているか、福祉部局の施策とあわせて確認

• 共通のビジョン（計画）を掲げ、連携した体制（協議会）を確
保する

35

福祉部局と連携するには（交通と福祉の連携シンポジウムより）…
• 今いるポジションや⽴場を超えた議論、そのためにも施策の先の将来像
• A（あたりまえに）B（バカにせず）C（ちゃんとやる）
• 家族団らんが希薄化→地域団らんを⼤切に
• 笑い、楽しく︕︕

まとめ︓福祉との連携 番外編︓シニアカーの普及拡⼤ 36

（経済産業省）



番外編︓シニアカー（PMV）地域シェアリング 37

PMV
ステーション

PMV利⽤

PMV
利⽤

出典︓株式会社キュリオHP

SCOO

 ⾼価、⼼理的抵抗感（不健康、
⾼齢感）

 地域で共同保有しシェアリング
する案

 名古屋市南区にて実証実験

38番外編︓シニアカーの地域シェアリング

・実証実験期間3か⽉で合計31回の利⽤を確認
・複数回利⽤は11名中5名
・操作や⾛⾏環境に対する不安から運転に慣れるまでは運営
メンバーが利⽤中に付き添いを実施

利⽤時の様⼦ 付き添いの様⼦
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8⼈

3⼈

1⼈

3⼈

1⼈

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利⽤

登録者

運営

メンバー

⾮常に思う 少し思う 普通

番外編︓シニアカーの地域シェアリング

⾝体的に不安がある⽅の外出範囲が拡⼤
⼈とのつながりが増加
地域シェアリングシステムの継続意向は⾼い

40


